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研究成果の概要：３年間の研究期間において病院のマネジメントに関する研究を実施してきた。

平成１８年と２１年には全国の１５０床以上の病床を抱える病院に対して郵送によるアンケー

ト調査を実施した。また、郵送調査後に１３病院に対して訪問調査を実施した。その結果次の

ことが明らかになった。電子カルテの導入は病院の自己資金によって導入するほどの強い必要

性を感じていないこと。BSC の導入病院は確かに増加しているが、「成功している」と自己評

価している病院は過少であること。米国では原価計算の導入・展開はメディケアへの DRG 導

入（1983 年）と期を一にしているが、我が国ではそのような傾向は見られないこと。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 1,100,000 0 1,100,000 

2007 年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

2008 年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

年度  

  年度  

総 計 3,100,000 600,000 3,700,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経営学・会計学 
キーワード：電子カルテ、BSC,原価計算、DRG（DPC） 
 
１．研究開始当初の背景 
 米国では 1983 年のメディケアの入院医療
に対する DRG/PPS の適用と前後して原価計
算の採用率並びに使用される原価計算の精
度に進展が見られた。我が国でも 2003 年４
月より特定機能病院において DPC が採用始
められ、現在では急性期の中規模・大規模病
院の多くで採用が進んでいる。また、米国発
の BSC が他の産業以上に病院において普及
している状況であった。 
 
 

２．研究の目的 
 我が国の急性期病院におけるマネジメン
ト手法の普及度の研究 
 
３．研究の方法 
（１）平成１８年１０月から１１月にかけて
全国の病院（１５０床以上の病院）１８２１
カ所に郵送による病院のマネジメントに関
するアンケート調査を実施し、その後訪問調
査を行った。また、平成２１年２月から３月
にかけて４５０カ所の病院に対して郵送調
査を実施した。 

研究種目：基盤研究（C） 

研究期間：2006～2008   

課題番号：18530351 

研究課題名（和文） 病院のマネジメントに関する研究 

                     

研究課題名（英文） Research on Hospital Management 

 

研究代表者 

中田 範夫   （NAKADA  NORIO） 

山口大学・経済学部・教授 

 研究者番号：90146142 



 

 

（２）また、療養病床の再編成に関して平成
１８年と平成１９年度に郵送によるアンケ
ート調査を実施した。前者は中国・四国・九
州地区における療養病床を抱える病院を対
象にしている。また、後者は都道府県医師会
と都道府県庁の担当者を対象にしている。 
 
４．研究成果 
（１）病院に対する平成１８年調査から判明
したことは次の通り。 

①  経営管理を担当する部署がより多

く設置されるようになっている。し

かもその部署は事務系職員のみで構

成されるケースが増加している。 

② 電子カルテの導入状況は１６年

17.6%から１８年 28.3%と増加して

いる。また、その資金源泉について

は自己資金が多くなっている。 

③ 目標管理の採用病院が僅かであるが

増加している。しかも、目標管理に

よる業績評価を個人単位にまで利用

しようとしている病院も増加してい

る。しかし、全体的にはそれがイン

センティブに関連づけられていない

という状況には変化が見られない。 

④ BSC の採用病院は前回 6.3%から今

回 16.9%へと増加していた。ただし、

導入後の経過期間が短いこともあっ

てかその効果について 58.1%が「現

状では評価が下せない」としており、

これに対して「期待した効果が出て

いる」としているのは 29.0%のみで

あった。これについては今後の追跡

調査が必要であろう。 

⑤ 原価計算システムの採用についても

１６年 30.2%から１８年 39.7%へと

増加している。しかも、制度的原価

計算として実施するようになってい

る。原価の集計単位としては１８年

も１６年も「診療科や病棟」が圧倒

的な数字に上っている。今回の調査

で特徴的なのは、「独立行政法人病

院」において「診断群分類ごと」と

いう回答が増加していることであ

る。特定機能病院における DPC 適

用の影響が出ているのであろう。原

価計算システムの導入が成功してい

るかどうかも質問している。前回と

比較して「どちらとも言えない」と

いう回答は減少している。「成功して

いる」という回答は前回より微減で

あるが、これに対して「成功してい

ない」という回答は前回よりも増大

している。このように原価計算を採

用してきた病院の中にはその効果に

ついて評価を下すことのできる病院

が増えてきているが、その効果につ

いて必ずしも期待された反応ではな

い。さらに現在原価計算を採用して

いない病院に対して今後の採用予定

を聞いているが、「採用予定」と回答

した病院が激減している。この点も

気になるところである。設問２１や

設問２２を詳細に検討することを含

めて成功・失敗要因を明らかにする

必要がある。 

⑥ 活動基準原価計算の採用はまだ少な

く 2.2%（４病院）であった。我が国

の病院ではその必要性が感じられて

いないことがわかる。 

⑦ 前回の調査項目にはなかったのであ

るが、外部評価についてはその認証

取得が相当に進んでいることがわか

る。 
 平成２１年調査に基づく報告書は現在執
筆中であるが、１８年調査に加えて、財務の
観点を含めていること、および BSC や原価計
算についてのより詳細な調査をしている。 
 
（２）療養病床の再編に関する研究の概要に
ついては次の通りである。 
 2006 年調査は１１月中旬から１２月中旬に



 

 

かけて実施した。中国・四国・九州地区にあ
る療養病床を３０床以上有する病院 667カ所
を対象に郵送調査を実施した。療養病床の再
編についての計画は、これまで介護保険適用
病床に入院していた患者を退院させて、自宅、
あるいは福祉施設へ転院させることによっ
て医療費と介護費用の総額を削減すること
を目的としている。この時点での病院の反応
は厚生労働省の政策に対する不信感が全面
的に見られた。したがって、各病院における
療養病床の変更計画作成はほとんど見られ
なかった。 
 次に 2008 年３月中旬から４月中旬にかけ
て全国４７都道府県庁及び４７都道府県医
師会に対して療養病床再編成に関する郵送
によるアンケート調査を実施した。アンケー
ト調査の内容は都道府県庁に対するものと
医師会に対するもので基本的には同じであ
るが、幾つかの質問項目は異なっている。 
アンケート結果について目立ったところを
挙げると次の通りである。厚生労働省は医療
費適正化計画の中で平成２３年度までに介
護療養病床の廃止方針を示したが、この計画
に対する関与に関してである。これについて
都道府県庁は 9.7％しか都道府県の状況が反
映されていないと回答しているのに対して、
医師会は 35.3％もが意見が反映されたと回
答している。 

次に、平成２３年度末の医療療養病床数は
１５万床であると公式には表明されている
が、この数字は変更されているのかという設
問である。この数字に対しては単なる「努力
目標」であるという解釈と実施的に意味のあ
る数字であるという解釈が存在することが
判明した。すなわち、都道府県の地域ケア体
制整備構想の中の２３年度末の医療療養病
床数は自由に決められるのかという設問に
対して、19.4％が「国のチェックが入る」と
回答しており、54.8％が「国のチェックはな
い」と回答している。 

さらに、医療難民や介護難民が生じる可能
性については都道府県庁のほとんどは「その
ような難民を出さないようにする」と回答し
ているが、しかし、そのような仕組み（セ－
フティネット）は 58.1％しかできていない
（「できている」と「現在構築中」の合計）。
これに対して、同じ設問に対して医師会の回
答では 35.3％しかそのような仕組みができ
ていない、と回答している。加えて、医師会
では「どのような仕組みを作るべきかわから
ない」という回答が 52.9 にものぼっている
（都道府県庁では 3.2％）。 
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